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様式第３号 

 

誓 約 書 

 
令和  年  月  日 

 
大分市長 足立 信也 殿 

 

住所（本社所在地） 

商 号 又 は 名 称 

代 表 者 職 氏 名               ○印  

電 話 番 号  

 

私（当社）は、「マーケットイン型商品販路開拓挑戦事業（事業者の課題解決及び販売戦術の策定

等）」企画・実施業務委託に関する公募型プロポーザルへの参加に当たり、参加申込書及び関係書類

の全ての記載事項について事実と相違ないこと、及び下記に示す参加に必要な全ての資格要件を有

していることを誓約します。 
 

記 
 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定する者に該当しない者

であること。 

（２）日本国内に事業所を有する法人又は個人事業主であること。 

（３）公告日から入札予定日までの間のいずれの日においても、大分市物品等供給契約に係る指名停

止等の措置の関する要領（平成２１年大分市告示第５５３号）（以下これらを「指名停止要領」

という。）に基づく指名停止期間中でないこと。 

（４）公告日から入札予定日までの間のいずれの日においても大分市が行う契約からの暴力団排除

に関する措置要綱（平成２４年大分市告示第３７７号）（以下「排除措置要綱」という。）に

基づく排除措置期間中でないこと。 

（５）入札予定日以前３月以内に、手形交換所で手形若しくは小切手の不渡りを出した事実又は銀

行若しくは主要取引先からの取引停止等を受けた事実がある者でないこと。 

（６）破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条若しくは第１９条の規定に基づく破産手続開始

の申立て、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定に基づく更生手続開始の

申立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定に基づく再生手続開始

の申立てがなされている者（会社更生法の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生

法の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされた者であって、更生計画の認可が決定し、

又は 再生計画の認可の決定が確定したものを除く。）でないこと。 

（７）応募者の属する市区町村税を滞納している者でないこと。 

 


